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1. はじめに                            

1.1 計画の目的 

日本全体の人口は減少期を迎えており、今後生産年齢人口の減少と老年人口の増加を伴いな

がら加速度的に進行することが推計されています。特に、生産年齢人口の減少による経済規模

の縮小、高齢者の増加による社会保障費の増加など、人口減少は経済社会にも大きな影響を及

ぼすことになります。日本全体だけでなく、地域社会の維持においても、様々な課題が生じる

ことになります。 

このような状況をふまえ、国において急激な少子高齢化の進展に的確に対応し、将来にわた

って活力ある日本社会を維持するため、「まち・ひと・しごと創生法」（以下「法」という。）が

制定され、国と地方が総力を挙げて地方創生・人口減少克服に取り組む上での指針となる「ま

ち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び、地方創生のための施策の基本的方向や具体的な施

策をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決定しました。 

 本町においてもこれを受け、人口の現状を分析するとともに、今後目指すべき方向を示す「播

磨町人口ビジョン」を策定します。 

 

1.1.1 まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（国）                                 

 

 

 

 

 
（参考）国の長期ビジョン（2014 年 12 月 27 日策定) ～中期的展望（2060 年を視野）～ 

◎人口問題に対する基本認識 ―「人口減少時代」の到来 
・2008 年に始まった人口減少は、今後加速度的に進む。

人口減少は地方から始まり、都市部へ広がっていく。 
・人口減少は、経済社会に対して大きな重荷となる。 
・東京圏には過度に人口が集中しており、今後も人口

流入が続く可能性が高い。東京圏への人口の集中が
日本全体の人口減少に結び付いている。 

◎今後の基本的視点 

○３つの基本的視点 
①「東京一極集中」の是正  
②若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現  
③地域の特性に即した地域課題の解決 

○国民の希望の実現に全力を注ぐことが重要。 

◎目指すべき将来の方向 ―将来にわたって「活力ある

日本社会」を維持する 
○若い世代の希望が実現すると、出生率は 1.8 程度に
向上する。 

○人口減少に歯止めがかかると、50 年後１億人程度の人

口が確保される。   
○さらに、人口構造が「若返る時期」を迎える。 
○「人口の安定化」とともに「生産性の向上」が図られると

50 年後も実質 GDP 成長率は、1.5～２％程度が維持される。 

 

 

 

 

「人口減少時代」の到来を認識した上で、将来にわたり「活力ある日本社会」の維持に向

け、「①東京一極集中」の是正、②若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現、③地域の

特性に即した地域課題の解決を３つの基本的視点に国民の希望の実現を目指す。 

出生率を 1.8 程度に向上を図ることが目指されている。 

○国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」（出生中位（死亡中位））によると、2060 年の

総人口は約 8,700 万人まで減少すると見通されている。 
○仮に、合計特殊出生率が 2030 年に 1.8 程度、2040 年に 2.07 程度（2020 年には 1.6 程度）まで上昇すると、2060 年の人口は

約 1億 200 万人となり、長期的には 9,000 万人程度で概ね安定的に推移するものと推計される。 

○なお、仮に、合計特殊出生率が 1.8 や 2.07 となる年次が５年ずつ遅くなると、将来の定常人口が概ね 300 万人程度少なくな
ると推計される。 

図 1-1 我が国の人口の推移と長期的な見通し 
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1.1.2 兵庫県地域創生戦略                                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2060 年（平成 72 年）における兵庫県人口 450 万人を目指し、出生数の減少への歯止め、若

者を対象として東京都圏等への転出超過を解消、ファミリー層及び高齢者の転入対策を進

める。 

合計特殊出生率は現行の 1.42 から 2060 年に 2.0 とすることが目指されている。 
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2. 人口・産業の現状                

2.1 人口動向 

2.1.1 人口・世帯数の推移                                             

 

 

本町の人口総数は昭和 37 年の町制施行時には約 9,000 人程度でしたが、高度経済成長期にか

けて人口が急増し、平成 12 年には 33,766 人と人口のピークを迎え、その後約 10 年間は微減

傾向が続き、平成 22 年の国勢調査では 33,183 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

図 2-1 人口推移 

昭和 40 年に 2,478 世帯であった世帯数は、平成 22 年に 12,581 世帯となり約 5 倍に増加し

ました。世帯当たりの人員数は 4.3 人/世帯から 2.6 人/世帯と減少が進みました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

図 2-2 人口、世帯数、世帯当たり人口の推移 

 

平成 12 年の約 3万 4 千人をピークに現状を維持している。 
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2.1.2 人口構成の推移                                               

 
 

年少人口割合 14.4％、生産年齢人口割合 64.6％、老年人口割合 21.0％（平成 22 年国勢調査）。 

生産年齢人口が最も多かった昭和 60 年と平成 22 年を比較すると、年齢別人口の大きな割合

を占める団塊の世代及び団塊ジュニアの世代の高齢化が今後進みます。また、少子化傾向が将

来も続いた場合、各年齢層全てにおいて人口の縮小が予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 人口ピラミッド 
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出典：国勢調査（昭和 60･平成 22 年）、 

昭和 60 年(1985) 

 

平成 22 年(2010) 

人口ボリュームの大きい団

塊の世代及び団塊ジュニア

の世代が生産年齢人口・年少

人口にある。 

【割合】 

老年人口割合 6.5％ 

（65 歳以上） 

生産年齢人口割合 66.0％ 

（15～64 歳） 

年少人口割合 26.6％ 

（0～14 歳） 

【割合】 

老年人口割合 21.0％ 

（65 歳以上） 

生産年齢人口割合 64.6％ 

（15～64 歳） 

年少人口割合 14.4％ 

（0～14 歳） 

団塊の世代が高齢者になる。 

団塊ジュニアの世代の子

どもの世代が少ない。 

将来はさらなる少子化と高齢化の進展だけでなく、各年齢層の人口縮小が予測。 
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2.1.3 自然増減・社会増減の状況                                        

 

 

自然増減は平成 11 年以降減少を続け、現在出生・死亡をあわせた自然増減は 0 に近い状況で

す。出生数は平成 11 年から平成 17 年にかけて減少し続けた後、その後回復し、微増・微減を

繰り返しながら横ばい傾向が続いています。社会増減は平成 21 年まで流出傾向が続いていたも

のの、平成 22 年から平成 24 年にかけ、大規模な宅地開発の影響もあり社会増となり、その後

は社会増減がほぼ 0 に近い状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 自然増減・社会増減の現状 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 出生・死亡の現状 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 転入・転出の現状 

自然増減は現在ほぼ均衡状態。社会増減は一時期の強い流入傾向から均衡状態。 

出典：人口動態調査 

 

出典：自然増減（人口動態調査） 

社会増減（播磨町統計書） 

 

出典：播磨町統計書 
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2.1.4 年齢別人口の推移                                              

(1) 人口全体 

 

 

 

5 年後に 5 歳別の同年代人口がどのように増減しているか推移を検討した。 

昭和 55 年以降、町の 5 歳階級別人口の 5 年後における人口の推移をみると、10～19

歳の若年層は昭和 55 年以降、常に人口流出傾向であったことがわかります。その一方で

20～39 歳の子育て層に強い流入傾向がありました。しかし、平成 7 年以降、20～39 歳は

流出傾向となり、直近の平成 17 年から平成 22 年の間にほぼ全ての年代で人口の流出傾

向がみられる状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（平成 22 年） 

 

図 2-7 年齢別人口の推移 

昭和後期から平成はじめにかけて、10 歳代の人口流出と 20～39 歳代の人口流入が年齢別人

口推移の大きな特徴。直近の平成 17～22 年ではほぼ全ての年代で人口が流出。 
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(2) 女性人口 

 

 

 

昭和 55 年以降、町の 5 歳階級別人口の 5 年後における女性人口の推移をみると、昭和

55 年から平成初期までは、10 歳代はやや減少するものの子育て層となる 20～39 歳で流

入傾向がありました。しかし、近年では全世代で流出傾向が強い状況がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（平成 22 年） 

図 2-8 年齢別女性人口の推移 
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他市町と比較すると東播磨地域は 10 歳代後半から 20 歳代前半の女性の流出傾向が非

常に強くなっています。その後、明石市・高砂市・加古川市では子育て期に入る 20 歳代

後半に流入傾向が強くなっていますが、本町では流出傾向の強いままとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（平成 17 年、22 年） 

図 2-9 年齢別女性人口の推移（東播磨地域） 
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女性の流入傾向がみられる。本町では全体的に人口流出傾向が強い。 
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2.1.5 結婚・出産の動向                                               

(1) 出生数と婚姻数 

 
 

 

出生数は昭和 57 年の 421 人をピークに昭和 62 年～平成元年に約 260 人まで減少した

ものの、その後増加し平成 10 年では 391 人まで回復しています。その後再び平成 17 年

で 249 人まで減少したが、増減を繰り返しながら平成 25 年では 320 人まで回復していま

す。婚姻数は昭和 57 年では 180 組、その後昭和 62 年で 117 組まで減少したもののその

後回復し、平成 8 年に 255 組まで回復した。その後は全体的に減少し、平成 25 年は 150

組となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-10 出生数と婚姻数 

出生数は昭和 57 年をピークに直近 10 年間では年間約 250～320 人前後で推移。婚姻数は平

成 8 年をピークに直近 10年間では約 150～200 組で推移。 
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(2) 合計特殊出生率の推移 

 
 

合計特殊出生率は昭和 60 年以降減少が進み、平成 17 年には全国・兵庫県・周辺市町

を下回る 1.07 でしたが、その後 V 字回復し、平成 22 年時点では現在は全国・兵庫県を

上回る 1.45 となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

図 2-11 合計特殊出生率の推移 

出典：兵庫県統計書 

 

合計特殊出生率は平成 17年にかけて減少し、平成 22 年時点で 1.45 まで回復している。 
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(3) 出産順位の状況 

 

 

本町における出産順位の状況をみると、平成 13 年以降、約 40～50％を第１児、第 2

児が約 30～40％を占めています。出生数が大きく減少した平成 17 年はやや第 2 児の割合

が高いものの、平成 13 年以降、概ね同じ傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-12 出産数と本町における出産順位の状況 

 

 
 

東播磨地域の他市町村と比較すると、本町は稲美町を除く他市よりも第 3 児の占める割

合が高くなっていますが、第 2 児の割合はやや低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：兵庫県保健統計年報（平成 25 年） 

図 2-13 他市町との出産順位の比較 
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出生の総数に関わらず、出産した子どもの約半数は第１子。第２子までで約 8割。 

全国・兵庫県・稲美町と比べると第２子以上が少ないが、その他の周辺市と同程度。 
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(4) 初婚年齢（女性） 

 

  

女性の初婚時の年齢について、東播磨地域の他市町村と比較すると、本町では 20 歳代

前半での初婚率が高く、30 歳以下での初婚が 72.8％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：兵庫県保健統計年報（平成 25 年） 

図 2-14 初婚時の年齢（女性） 

女性の初婚年齢は周辺市町よりも若く約 7割が 30歳までに結婚。兵庫県・全国より早い。 
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2.1.6 世帯あたりの子供の人員数（核家族・三世代）                             

 

 

 

本町では核家族世帯における 6 歳未満人員数は 1.30 人、18 歳未満は 1.73 人、核家族以外の

三世代の世帯では 6 歳未満人員数は 1.31 人、18 歳未満は 1.78 人と核家族世帯よりも若干増加

しています。東播磨地域の他市町と比較すると、ほぼ同程度となっています。 

 

表 2-1  6 歳未満、18 歳未満世帯人員のいる世帯数の平均人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（平成 22 年） 

  

核家族世帯における 6 歳未満は平均 1.30 人、18 歳未満は平均 1.73 人。三世代の世帯では

若干人数が多い。周辺市町とほぼ同程度。 

3世代
世帯

１世帯あたり
の人員数

１世帯あたりの
6歳未満人員数

１世帯あた
りの人員
数

１世帯あた
りの18歳
未満人員
数

１世帯あた
り3世代世
帯人員

播磨町
総数（全ての世帯） 3.99 1.29 3.94 1.72 4.89
Ⅰ 核家族世帯（ひとり親世帯も含む） 3.83 1.30 3.78 1.73
Ⅱ 核家族以外の世帯（夫婦もしくはひとり親・子供以外に三世代がいる世帯） 5.62 1.31 5.56 1.78 5.17

明石市
総数（全ての世帯） 3.82 1.30 3.84 1.69 4.76
Ⅰ 核家族世帯（ひとり親世帯も含む） 3.73 1.30 3.74 1.70
Ⅱ 核家族以外の世帯（夫婦もしくはひとり親・子供以外に三世代がいる世帯） 5.59 1.31 5.53 1.76 5.09

高砂市
総数（全ての世帯） 3.97 1.32 3.96 1.74 4.89
Ⅰ 核家族世帯（ひとり親世帯も含む） 3.82 1.32 3.79 1.75
Ⅱ 核家族以外の世帯（夫婦もしくはひとり親・子供以外に三世代がいる世帯） 5.77 1.39 5.62 1.78 5.16

加古川市
総数（全ての世帯） 3.92 1.31 3.95 1.71 4.92
Ⅰ 核家族世帯（ひとり親世帯も含む） 3.75 1.31 3.77 1.73
Ⅱ 核家族以外の世帯（夫婦もしくはひとり親・子供以外に三世代がいる世帯） 5.71 1.32 5.60 1.77 5.20

稲美町
総数（全ての世帯） 4.38 1.32 4.33 1.79 5.24
Ⅰ 核家族世帯（ひとり親世帯も含む） 3.89 1.32 3.88 1.81
Ⅱ 核家族以外の世帯（夫婦もしくはひとり親・子供以外に三世代がいる世帯） 6.00 1.34 5.82 1.84 5.42

兵庫県
総数（全ての世帯） 3.96 1.31 3.96 1.71 5.00
Ⅰ 核家族世帯（ひとり親世帯も含む） 3.74 1.31 3.74 1.71
Ⅱ 核家族以外の世帯（夫婦もしくはひとり親・子供以外に三世代がいる世帯） 5.94 1.34 5.73 1.82 5.29
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2.2 周辺との関係 

2.2.1 東播磨地域の人口推移                                           

 

 

 

昭和 25 年以降、兵庫県の人口は一貫して増加の傾向があり、その中で東播磨地域は播磨地域

全体の中で昭和 50 年以降、突出して増加し続け約 72 万人の規模となっています。平成 12 年

以降横ばいの傾向となっています。その中で明石市・加古川市の人口規模が大きいものの、本

町は現状規模を維持し続けている状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：兵庫県統計書 

図 2-15 人口の推移（兵庫県内・隣接地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：兵庫県統計書 

図 2-16 人口の推移（東播磨地域） 

東播磨地域は播磨地域の中で最も人口規模が大きいが、人口のピークを迎えやや減少傾向。

明石市・加古川市の人口規模が大きい中で本町は一定規模を維持。 
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2.2.2 自然増減と社会増減の関係                                        

 

 

本町及び東播磨地域、兵庫県における平成 7 年（1995 年）以降の自然増減と社会増減の関係

について整理しました。 

兵庫県では全体的に社会減少・自然減少の傾向が強くなっています。その中で東播磨地域は

社会減少が強いものの、自然増加により人口を維持しています。本町では社会増加は少ないも

のの、自然増加により人口が維持されている傾向があると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-17 自然増減と社会増減の関係 

播磨町 

東播磨地域 

兵庫県 

兵庫県は社会減・自然減の傾向あり。東播磨地域・本町は自然増での人口維持傾向あり。 

近年、自然増加はして
いるが社会増が少ない 

東播磨地域でも
同じ傾向 

兵庫県全体で
自然減、社会減 

出典：地域経済分析システム 
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2.2.3 本町の転入者・転出者                                            

(1) 人口全体（国勢調査） 

 

 

 

平成 22 年時点における居住地をみると、5 年前と比較し、約 80％の住民が継続的に町

内に居住している状況であり、町外との転入・転出は全体の約 10％となっています。ま

た、町内での移転も少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（平成 22 年） 

図 2-18 流入・流出の状況（Ｈ17→Ｈ22） 

 

主な流入・流出先は加古川市が最も多く 1,162人の流入と1,220人の流出となっており、

若干流出が超過しています。次いで明石市、神戸市、高砂市、稲美町となっており、大都

市圏ではなく近隣市での移動が多い状況がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（平成 22 年） 

 

図 2-19 本町の人口流入元・流出先の上位５都市 
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町外への転入・転出は少なく約 8 割が現住所に定住。町外との転出入は約 1割程度。明石

市・加古川市・神戸市等の近隣市が多数。 

現住所にその

まま居住, 81%
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7%
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入, 12%

現住所にその

まま居住, 82%

町内に居住, 

7%
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【播磨町から転出先】 単位：人

順位 市区町村
15～
19歳

市区町村
20～
24歳

市区町村
25～
29歳

市区町村
30～
34歳

市区町村
35～
39歳

1 神戸市 18 加古川市 39 加古川市 63 加古川市 42 加古川市 19

2 加古川市 16 明石市 26 明石市 41 明石市 31 明石市 15

3 明石市 15 神戸市 18 神戸市 34 神戸市 21 神戸市 10

4 大阪市 13 姫路市 19 姫路市 11 姫路市 6

5
東京都
特別区部

11
東京都
特別区部

13 高砂市 9 稲美町 6

6 横浜市 6 高砂市 11 大阪市 5

7 姫路市 6 大阪市 9

8 稲美町 6

その他 20 その他 64 その他 73 その他 61 その他 48

総数 69 総数 189 総数 263 総数 180 総数 104

【播磨町への転入元】 単位：人

順位 市区町村
15～
19歳

市区町村
20～
24歳

市区町村
25～
29歳

市区町村
30～
34歳

市区町村
35～
39歳

1 明石市 14 加古川市 53 加古川市 61 加古川市 52 明石市 40

2 加古川市 12 明石市 25 明石市 29 明石市 29 加古川市 30

3 神戸市 9 神戸市 20 神戸市 26 神戸市 22 神戸市 16

4 高砂市 5 姫路市 6 姫路市 17 高砂市 12 姫路市 5

5 高砂市 5 高砂市 10 姫路市 8 高砂市 5

6 稲美町 5 稲美町 7

その他 30 その他 37 その他 66 その他 44 その他 45

総数 70 総数 151 総数 216 総数 167 総数 141

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（平成 22 年） 

図 2-20 本町の流入元・流出先の上位５都市 

(2) 本町の若年層（住民基本台帳人口移動報告） 

 

 

 

表 2-2 転入・転出先（2013 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

明石市 
717 人 

加古川市 
1,162 人 高砂市 

132 人 

稲美町 
120 人 

神戸市 
400 人 

 

明石市 
662 人 

加古川市 
1,220 人 高砂市 

135 人 

稲美町 
142 人 

神戸市 
361 人 

若年層の転出入も加古川市・明石市・神戸市が多い。直近では 20～34 歳は流出傾向が強く、

学校卒業・就職の年齢層は大阪市や東京都等の大都市への転出もみられる。 

出典：住民基本台帳人口移動報告 
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（単位：人）

昼間人口 夜間人口 昼夜間人口比率

昭和60年 26,784 29,757 90.0%

平成 2年 27,189 30,801 88.3%

平成 7年 29,266 33,583 87.1%

平成12年 29,541 33,753 87.5%

平成17年 29,186 33,543 87.0%

平成22年 28,586 33,183 86.1%

出典：国勢調査（「播磨町統計書2010年」等）

15歳以上の町外への通勤・通学先
表　通勤・通学流動（流出） （各年10月1日現在、単位：人）

区分
年次 平成12年 平成17年 平成22年 平成12年 平成17年 平成22年 平成12年 平成17年 平成22年

12,431 12,235 12,720 10,985 11,016 11,265 1,446 1,219 1,455
(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

3,406 2,900 2,766 2,925 2,513 2,354 481 387 412
(27.4%) (23.7%) (21.7%) (26.6%) (22.8%) (20.9%) (33.3%) (31.7%) (28.3%)

2,984 3,127 3,281 2,683 2,827 3,000 301 300 281
(24.0%) (25.6%) (25.8%) (24.4%) (25.7%) (26.6%) (20.8%) (24.6%) (19.3%)

2,651 2,738 2,621 2,619 2,699 2,559 32 39 62
(21.3%) (22.4%) (20.6%) (23.8%) (24.5%) (22.7%) (2.2%) (3.2%) (4.3%)

786 688 877 610 606 689 176 82 188
(6.3%) (5.6%) (6.9%) (5.6%) (5.5%) (6.1%) (12.2%) (6.7%) (12.9%)

707 752 407 597 666 369 110 86 38
(5.7%) (6.1%) (3.2%) (5.4%) (6.0%) (3.3%) (7.6%) (7.1%) (2.6%)

436 428 604 386 388 524 50 40 80
(3.5%) (3.5%) (4.7%) (3.5%) (3.5%) (4.7%) (3.5%) (3.3%) (5.5%)

567 641 780 494 567 673 73 74 107
(4.6%) (5.2%) (6.1%) (4.5%) (5.1%) (6.0%) (5.0%) (6.1%) (7.4%)

894 961 1,384 671 750 1,097 223 211 287
(7.2%) (7.9%) (10.9%) (6.1%) (6.8%) (9.7%) (15.4%) (17.3%) (19.7%)

出典：国勢調査（「播磨町統計書2014年」等）

総数

姫路市

大阪市

稲美町

神戸市

その他

高砂市

明石市

加古川市

総数 通勤者 通学者

2.2.4 通勤・通学による人口流動                                         

 

 

表 2-3 昼夜間人口比 

 

 

 

 

 

 

表 2-4 通勤・通学流動（流出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-5 通勤・通学流動（流入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表　通勤・通学流動（流入） （各年10月1日現在、単位：人）
区分
年次 平成12年 平成17年 平成22年 平成12年 平成17年 平成22年 平成12年 平成17年 平成22年

8,255 7,923 8,067 7,653 7,468 7,569 602 455 498
(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

843 857 791 843 856 791 0 1 0
(10.2%) (10.8%) (9.8%) (11.0%) (11.5%) (10.5%) (0.0%) (0.2%) (0.0%)

3,739 3,418 3,329 3,293 3,097 2,974 446 321 355
(45.3%) (43.1%) (41.3%) (43.0%) (41.5%) (39.3%) (74.1%) (70.5%) (71.3%)

1,593 1,649 1,655 1,589 1,648 1,645 4 1 10
(19.3%) (20.8%) (20.5%) (20.8%) (22.1%) (21.7%) (0.7%) (0.2%) (2.0%)

641 633 644 604 608 589 37 25 55
(7.8%) (8.0%) (8.0%) (7.9%) (8.1%) (7.8%) (6.1%) (5.5%) (11.0%)

490 468 407 377 367 332 113 101 75
(5.9%) (5.9%) (5.0%) (4.9%) (4.9%) (4.4%) (18.8%) (22.2%) (15.1%)

387 403 421 387 402 420 0 1 1
(4.7%) (5.1%) (5.2%) (5.1%) (5.4%) (5.5%) (0.0%) (0.2%) (0.2%)

562 495 820 560 490 818 2 5 2
(6.8%) (6.2%) (10.2%) (7.3%) (6.6%) (10.8%) (0.3%) (1.1%) (0.4%)

出典：国勢調査

その他

加古川市

明石市

高砂市

姫路市

稲美町

総数

総数 通勤者 通学者

神戸市

昼夜間人口比は年々減少し、ベッドタウン化の傾向がある。直近 10 年の通勤先の約 7割が

加古川市・明石市・神戸市。通勤者の流入元の約 6割が明石市・加古川市。 

出典：国勢調査 

 

出典：国勢調査 

 

出典：国勢調査 
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2.3 産業動向 

2.3.1 従業者数の推移・町内総生産                                       

 

 

 

従業者数の総数は平成 13 年以降、大きく減少している状況です。製造業の割合が最も高いが、

平成 8 年の 6,737 人をピークに平成 24 年には 4,779 人に以降減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-21 従業者数の推移 

町内総生産をみると、平成 8 年をピークに以降は約 1200 億円前後で推移しています。製造

業の占める割合が最も高い状況ですが、平成 8 年の 1040 億円をピークに平成 24 年には約 630

億円に減少しています。製造業以外の業種では、サービス業・不動産業の割合が高い状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-22 産業別町内総生産の推移
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ス業・小売業等・不動産業等、その他の業種の占める割合が多くなっている。 

出典：播磨町統計書 

 

出典：兵庫県市町民経済計算（総生産（名目）） 
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2.3.2 町内の従業状況                                               

(1) 町内の従業状況 

 

 

 

町内で働く就業者のうち町内居住者の割合は 34％であり、町外からの従業者は 66％と

なっています。特に、主要な産業である製造業は 80％が町外からの従業者となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（平成 22 年） 

図 2-23 町内の従業者の状況（町内住民・町外） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-24 町内の従業者の状況（全体・製造業の割合） 

注１）国勢調査（平成 22 年） 
注２）『町内』：国勢調査の常住地による 15 歳以上就業者数のうち、「自宅で従業」、「自宅以外の自市区町村で従業」の計 
注３）『町外』：国勢調査の従業地による 15 歳以上就業者数のうち「うち県内他市区町村に常住」、「うち他県に常住」の計 
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(2) 町内の従業者の経年変化 

 

 

 

全ての業種を含む本町での従業者数は平成 7 年をピークに減少し、このうち、町内の従

業者の数は平成 7 年の 4,932 人をピークに減少しています。また、町内の従業者が占める

割合も減少し続けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（平成 22 年） 

図 2-25 町内の従業者と町外からの従業者 

 

表 2-6 町内の従業者と町外からの従業者の割合 

 

 

 

出典：国勢調査（平成 22 年） 

 

2.3.3 女性の就業率                                                 

 

 

 

 

東播磨地域の女性の就業率※は 20～24 歳に 74.3％と全国平均より大きく増加し、その後子育

て期間中は減少し続けています。40～44 歳に兵庫県以上に上昇し、50 歳以上になると、全国・

兵庫県より低い割合となります。 

配偶者がいる場合の就業率※は、初婚年齢の割合が最も高い 25～29 歳（参考：図 2-14）で

19.3％と大きく減少し、その後 40～44 歳に全国・兵庫県とほぼ近い割合まで回復しています。 

  

町内の従業者は平成 7 年をピークに減少。町内の住民が占める割合も平成 2 年の約 4 割を

ピークに減少中。 

平成2年
(1990)

平成7年
(1995)

平成12年
(2000)

平成17年
(2005)

平成22年
(2010)

町内の従業者 41% 38% 39% 37% 34%
町外からの従業者 59% 62% 61% 63% 66%

4,780 4,932 4,851 4,391 3,769

6,753
7,936 7,653

7,468
7,164

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成2年

(1990)

平成7年

(1995)

平成12年

(2000)

平成17年

(2005)

平成22年

(2010)

町内の従業者 町外からの従業者

（人）

東播磨地域の女性の就業率※は 20～24 歳は全国平均より突出し、その後子育て期間で割合

が減少する。配偶者のいる割合は 25～29 歳に大きく減少し、その後兵庫県平均まで上昇す

る。 
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出典：平成 24 年就業構造基本調査 

図 2-26 女性の年齢別就業率※ 

表 2-7 女性の年齢別就業率※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※東播磨地域 15～19 歳については抽出者なし 

出典：平成 24 年就業構造基本調査 

図 2-27 女性の年齢別就業率※（有配偶者） 

表 2-8 女性の年齢別就業率※（有配偶者） 

 

 

 

 

※本項目における「就業率」は就業構造基本調査での「有業率」（ふだん就業している状態である）を示す。 

 

 

東播磨地域の若年女性の就業率※が突出 

子育て期間中は割合が低い 

結婚年齢時に割合が下がる 

全国・兵庫県まで上昇 

単位：％

総 数
15～
19歳

20～
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

65～
69歳

70～
74歳

75歳
以上

全国  48.2  16.5  66.6  75.3  68.2  67.1  70.7  74.6  73.2  65.0  47.3  29.8  18.0  6.3
兵庫県  43.8  15.1  62.5  71.4  63.8  58.0  66.6  67.7  67.5  60.1  40.6  24.6  15.2  4.3
東播磨地域  41.6  14.6  74.3  69.1  60.2  55.0  68.8  66.4  64.1  49.9  28.7  18.8  8.6  2.0

出典：平成24年就業構造基本調査

単位：％

総 数
15～
19歳

20～
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

65～
69歳

70～
74歳

75歳
以上

全国  49.5  18.6  44.1  53.8  55.7  59.9  66.7  72.4  71.7  63.1  45.3  28.6  17.8  9.2
兵庫県  43.6  19.5  33.9  41.4  48.8  49.1  61.4  65.5  66.1  57.6  38.5  22.3  14.5  6.4
東播磨地域  38.3  40.5  19.3  47.8  43.8  65.1  64.2  61.4  44.7  25.0  15.8  4.9  3.2

出典：平成24年就業構造基本調査
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2.4 住民意向 

2.4.1 住民全体の定住に関する意向（概要）                                  

(1) 暮らしやすさ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-28 暮らしやすさ 

 

(2) 今後の居住希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-29 今後の居住希望 

  

暮らしやすいと、どちらかといえば暮らしやすいで約 9割となっている。 

ずっと住み続けたいと、当面は住み続けたいで約 9割となっている。 

現在のところに

ずっと住み続けた

い
52.3%

現在のところに当

面は住み続けた

い
36.4%

播磨町内のどこ

かに移りたい
3.6%

播磨町外のどこ

かに移りたい
2.2%

わからない
1.4%

その他
4.1%

Ｎ=558

暮らしやすい
44.0%

どちらかといえば

暮らしやすい
41.0%

どちらともいえな

い
11.2%

どちらかといえば

暮らしにくい
1.8%

暮らしにくい
0.9%

わからない
1.1%

Ｎ=556
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(3) これから本町で住み続けていくためにあれば良いもの【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-30 これから本町で住み続けていくためにあれば良いもの 

 

(4) 本町への転入のきっかけ【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-31 本町への転入のきっかけ 

治安が良いことが最も多く、次いで、医療機関や福祉施設が整っていること、買い物に便

利であること、となっている。 

住宅の取得等が最も多く、次いで、結婚、仕事の都合、となっている。 

18.9%

25.9%

52.0%

7.2%

1.6%

0.5%

8.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

仕事の都合

結婚

住宅の取得等

子育ての都合

親の介護

進学

その他n＝491

Ｎ=429

21.3%

34.8%

19.6%

8.0%

37.1%

49.3%

8.6%

4.5%

6.6%

46.8%

8.4%

8.2%

10.9%

5.4%

16.6%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自然環境が豊かであること

交通の利便性が良いこと

住宅地などの住まいの環境が良いこと

まちのイメージや雰囲気が良いこと

買い物に便利であること

治安が良いこと

近所づきあいが良いこと

働く場が充実していること

通勤・通学に便利であること

医療機関や福祉施設が整っていること

教育環境が充実していること

スポーツ活動や余暇活動が充実していること

家賃や物価が安いこと

まちに親しみや愛着があること

住民意見が行政に反映されること

その他
n=1,611

Ｎ=560
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(5) 転入時に本町を選択したきっかけ【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-32 転入時に本町を選択したきっかけ 

 

通勤・通学に便利であることが最も多く、次いで、親や子ども世帯と同居・近居するため、

交通の利便性が良いこと、となっている。まちのイメージや雰囲気の良さは低い。 

11.1%
21.4%

21.0%
10.1%

14.0%
11.1%

0.7%
0.5%

26.5%
3.4%

4.1%
0.5%

9.4%
2.7%

0.0%
22.7%

10.1%
16.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

自然環境が豊かであること

交通の利便性が良いこと

住宅地などの住まいの環境が良いこと

まちのイメージや雰囲気が良いこと

買い物に便利であること

治安が良いこと

近所づきあいが良いこと

働く場が充実していること

通勤・通学に便利であること

医療機関や福祉施設が整っていること

教育環境が充実していること

スポーツ活動や余暇活動が充実していること

家賃や物価が安いこと

まちに親しみや愛着があること

住民意見が行政に反映されること

親や子ども世帯と同居・近居するため

特に無し

その他
n=770

Ｎ=415
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2.4.2 子育て層の結婚・出産・子育ての意向（概要）〔対象者：20 歳代～30歳代の男女〕      

(1) 現在の結婚状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-33 現在の結婚状況 

(2) 将来の結婚願望（未婚者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-34 将来の結婚願望 

約 5 割が結婚しておらず、約 4割が結婚しているまたは近いうちに結婚の予定がある。 

未婚者の約 7割が結婚願望を持っている。 

結婚している・近

いうちに結婚の予

定がある
45.3%結婚していない

51.4%

以前結婚していた

が現在は独身で

ある
3.3%

Ｎ=212

いずれ結婚するつ

もり・結婚したい
72.1%

結婚するつもりは

ない・結婚したくな

い
15.3%

その他
12.6%

Ｎ=111
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(3) 将来の結婚時期（未婚者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-35 将来の結婚時期（未婚者） 

(4) 理想とする子どもの人数（未婚者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-36 理想とする子どもの人数（未婚者） 

未婚者の約 4割が 20 歳代後半の結婚を望んでいる。 

未婚者の約 6割は子ども 2人を望んでいる。 

20歳～24 歳
2.5%

25 歳～29 歳
45.0%

30 歳～34 歳
36.7%

35 歳～39 歳
10.8%

40 歳～44 歳
5.0%

45 歳～49 歳
0.0%

50 歳以上
0.0%

Ｎ=120

1人
3.8%

2人
61.9%

3人
20.3%

人数未記入
1.3%

いなくてもいい
1.3%

未定
11.4%

Ｎ=79
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(5) 第１子を持つ年齢（未婚者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-37 第１子を持つ年齢（未婚者） 

 

 

(6) 結婚しやすい環境づくりにあれば良いと思う支援【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-38 結婚しやすい環境づくりにあれば良いと思う支援 

 

未婚者の約 7割が 20 歳代後半での出産を望んでいる。 

手頃な価格で確保できる住宅や住居の供給、結婚した場合に有利になる税制や社会保障の

順に多く、次いで、女性が働きやすい環境づくり、となっている。 

33.8%

59.6%

61.0%

50.7%

10.8%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

男女の出会いの場の提供

結婚した場合に有利になる税制や社会保障

手頃な価格で確保できる住宅や住居の供給

女性が働きやすい環境づくり

結婚は個人の問題であり支援は必要ない

その他
n=468

Ｎ=213

20 歳～24 歳
4.7%

25 歳～29 歳
72.0%

30 歳～34 歳
23.3%

Ｎ=69
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(7) 出産しやすい環境づくりにあれば良いと思う支援【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-39 出産しやすい環境づくりにあれば良いと思う支援 

 

 

(8) 子育てしやすい環境づくりにあれば良いと思う支援【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-40 子育てしやすい環境づくりにあれば良いと思う支援 

 

 

 

妊娠・出産時の経済負担軽減が最も多く、次いで、産休・育休制度の充実、妊娠・出産に

関する地域のサポート体制の充実、となっている。 

保育サービスの充実が最も多く、次いで、子育て家庭への経済的支援の充実、若者・出産

後の就職・再就職支援、となっている。 

75.9%

62.1%

83.9%

9.2%

29.9%

0.0%

4.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

産休・育休制度の充実

妊娠・出産に関する地域のサポート体制の充実

妊娠・出産時の経済負担軽減

妊娠・出産時の家事支援

妊娠・出産時の子どもの一時預かり

支援は必要ない

その他n=531

Ｎ=216

42.5%

13.2%

24.5%

5.2%

55.7%

20.8%

34.9%

18.9%

49.1%

14.2%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

若者・出産後の就職・再就職支援

若者の雇用の場づくり

育児休業制度などの取得促進

家庭での男女共同参画の推進

保育サービスの充実

学校教育の充実

安全な遊び場、広場の確保

地域での子育て支援や交流の充実

子育て家庭への経済的支援の充実

若い世代向けの住宅の確保

その他n=593

Ｎ=212
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2.4.3  17 歳の将来に対する意向（概要）                                    

(1) 将来の本町への居住願望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-41 将来の本町への居住願望 

 

(2) 将来も本町に住みたい理由【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-42 将来も本町に住みたい理由 

住みたいが約 7割、住みたくないが約 3割である。 

愛着があるからが最も多く、次いで、家族（親）と一緒（近く）に住みたいから、町内か

ら通勤・通学できると思うから、となっている。 

住みたい

65.6%

住みたくない

34.4%

Ｎ=64

40.5%

23.8%

11.9%

28.6%

0.0%

2.4%

59.5%

11.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

家族（親）と一緒（近く）に住みたいから

友人がいるから

播磨町周辺に進学・就職したいから

町内から通勤・通学できると思うから

家業を継ぎたいから

まちのために何かしたいから

愛着があるから

その他n=75

Ｎ=42
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(3) 将来は本町に住みたくない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-43 将来は本町に住みたくない理由 

 

(4) 将来の結婚願望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-44 将来の結婚願望 

親元を離れて自立したいからと、町外の生活に憧れるからが同位で最も多く、次いで、町

内にやりたい仕事がないから、となっている。 

約 7割に結婚願望がある。 

親元を離れて自立

したいから 27.3%

町外の生活に憧れ

るから
27.3%

町内にやりたい仕

事がないから
22.7%

その他
22.7%

Ｎ=22

結婚したい
72.3%

結婚したくない
16.9%

その他
10.8%

Ｎ=65
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(5) 将来結婚後の本町への居住願望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-45 将来結婚後の本町への居住願望 

 

(6) 将来結婚後も本町に住みたい理由【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-46 将来結婚後も本町に住みたい理由 

 

約 7割が住みたいとなっており、住みたくないは約 3割である。 

住み慣れたまちで愛着があるからが最も多く、次いで、交通の便が良いからとなっており、

住まいの環境が良いから、治安が良いから、災害が少ないからは同位となっている。 

住みたい
72.7%

住みたくない
27.3%

Ｎ=44

34.4%

12.5%

0.0%

15.6%

31.3%

6.3%

31.3%

31.3%

25.0%

6.3%

37.5%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

交通の便が良いから

市内や周辺に就職するつもりだから

家業を継ぎたいから

買い物に便利だから

住まいの環境が良いから

家賃や物価が安いから

治安が良いから

災害が少ないから

家族（親）と一緒（近く）に住みたいから

友人がいるから

住み慣れたまちで愛着があるから

その他n=74

Ｎ=32
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(7) 将来結婚後は本町に住みたくない理由【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-47 将来結婚後は本町に住みたくない理由 

 

(8) 将来本町で子育てしたい理由【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-48 将来本町で子育てしたい理由 

 

 

市内や周辺に就職先や仕事がなさそうだからが最も多く、次いで、交通が不便だから、家

族（親）と離れて自立して暮らしたいからが同位となっている。 

住み慣れたまちだからが最も多く、次いで、のびのび子育てできる環境があると思うから

となり、家族（親）に子育てを手伝ってほしいからと愛着があるからは同位となっている。 

25.0%

50.0%

8.3%
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2.5 現状の概要 

本町における人口動向の現状は下記のとおりです。 

項目 概要 

人
口
動
向 

人口 

世帯数 

・総人口 33,183 人（平成 22 年国勢調査）、平成 12 年の約 3 万 4 千人をピークに人

口を維持。世帯数は増加しており、世帯人員数は 2.6 人/世帯【P3 図 2-1、図 2-2】 

人口 

構成 

・年少人口割合 14.4％、生産年齢人口割合 64.6％、老年人口割合 21.0％（平成 22

年国勢調査）。少子高齢化の傾向がある。【P4 図 2-3】 

自然増減 

社会増減 

・自然増減は現在ほぼ均衡状態。大規模宅地開発の影響で社会増減は一時期の強い

流入傾向があったが、均衡状態。【P5 図 2-4、図 2-5、図 2-6】 

年齢別人口

の推移 

・昭和後期から平成初期には 10 歳代の人口流出と 20～39 歳代の人口流入が年齢別

人口推移の大きな特徴。直近の平成 17～22 年ではほぼ全ての年代で人口が流出。

東播磨地域では全体的に若年女性の流出傾向は強い。【P6 図 2-7、P7 図 2-8】 

結婚 

出産 

・合計特殊出生率は平成 17 年にかけて減少し、平成 22 年時点で 1.45 まで回復して

いる。出産した子どもの約半数は第１子。第２子までで約 80％。女性の初婚年齢

は全国・兵庫県・周辺市よりも若く約 70％が 30 歳までに結婚。【P10 図 2-11、

P11 図 2-12、P12 図 2-14】 

子どもの 

人員数 

・核家族世帯における 6 歳未満は平均 1.30 人、18 歳未満は平均 1.73 人。三世代の

世帯では若干人数が多い。周辺市町とほぼ同程度。【P13 表 2-1】 

周
辺
と
の
関
係 

東播磨 

地域 

・東播磨地域は播磨地域の中で最も人口規模が大きいが、人口のピークを迎えやや

減少傾向。地域内で本町は一定規模を維持。【P14 図 2.-5、図 2-16】 

自然増減 

社会増減 

・兵庫県全体では社会減・自然減の傾向あり。東播磨地域・本町は自然増での人口

維持傾向あり。【P15 図 2-17】 

町全体での

転出入 

・町外への転入・転出は少なく約 80％が現住所に定住。流出は約 10％程度で、明

石市・加古川市・神戸市等近隣市が多数。【P16 図 2-18、図 2-19、P17 図 2-20】 

若年層の 

転出入 

・若年層転出入も加古川市・明石市・神戸市が多い。直近は 20～34 歳は流出傾向

が強く、卒業・就職時は大阪市や東京都等の大都市への転出もある。【P17 表 2-2】 

通勤通学 ・昼夜間人口比は年々減少し、ベッドタウン化の傾向がある。直近 10 年の通勤先の

約 70％が加古川市・明石市・神戸市。通勤者の流入元の約 60％が明石市・加古

川市。【P18 表 2-3、表 2-4、表 2-5】 

産
業
動
向 

産業構造 ・製造業が従業者数・町内総生産ともに町の主力産業だが減少の傾向。一方、サー

ビス業・小売業等・不動産業等の占める割合が多くなっている。【P19 図 2-21、

図 2-22】 

従業状況 ・本町で働く就業者のうち町内居住者は約 30％程度で減少の傾向。製造業の従業員

の内、約 80％は町外からの従業者。【P20 図 2-23、2-24】女性の就業率は結婚・

子育て期に大きく減少するがその後県平均まで上昇。【P22 図 2-26、図 2-27】 

住
民
意
向 

定住 

（全世代） 

・定住意向が約 90％。今後の定住には治安の良さや医療・福祉施設の充実、買い物・

交通の利便性が求められている。転入のきっかけは住宅の取得であり、交通利便

性と通勤通学で選択されており、まちのイメージ等は低い。【P23 図 2-28～2-32】 

結婚・ 

出産・子育

て 

・20 代歳代後半の結婚・出産を望んでおり、子どもは 2 人が最も多い。結婚には住

宅や税制、社会保障の充実、出産には経済負担軽減、産休・育休体制充実が多い。

子育てには就労支援や経済支援が求められている。【P27 図 2-35～2-40】 

定住 

（若者） 

・定住意向は約 70％で「愛着あり」が最も多い理由。結婚後の定住意向も同様で、

子育ても住み慣れた所での意向が強い。住みたくない理由は「市内や周辺に就職

先や仕事がなさそう」である。【P30 図 2-41～2-48】 
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3. 本町の人口の将来推計と分析                

3.1 将来人口の推計 

3.1.1 人口の将来推計                                               

将来人口推計は国立社会保障・人口問題研究所に準拠した結果が国から示されていますが、

町独自で出生率や社会移動（町外との人口移動）が今後どのように推移するか条件を仮定し、

推計することが可能です。人口ビジョン策定に当たり、国より示された手法と町独自の仮定条

件を組み合わせ、下記の 3 つのパターンの推計を実施しました。社会全体で人口減少が進む中、

本町も全体的に減少の傾向にありますが、その結果の概要は下記のとおりです。 

パターン①【推計】：国立社会保障・人口問題研究所に準拠した推計（社人研推計） 

・合計特殊出生率は平成 52（2040）年に約 1.30 と仮定し、社会移動は縮小を仮定。 

・平成 72（2060）年の人口は平成 22 年（2010）年の約 0.60 倍の人口（19,810 人） 

パターン②【推計】：アンケートより算定した希望出生率を用いた推計（社人研推計・希望出生率） 

・町民へのアンケートより、平成 32（2020）年以降の合計特殊出生率は 1.83 とし、社会移動は

縮小を仮定。 

・平成 72（2060）年の人口は平成 22（2010）年の約 0.72 倍の人口（23,948 人）。 

⇒パターン①に比べて減少幅が小さく、やや人口減少が緩和される。 

パターン③【仮説】：社会移動の封鎖と出生率上昇を仮定した推計（出生率上昇を仮定） 

・人口 3 万人を維持するため、人口総数より合計特殊出生率を逆算した仮説値。 

・社会移動は 0 を仮定すると、合計特殊出生率は平成 52（2040）年に 2.40 と算出。 

・平成 72（2060）年の人口は平成 22（2010）年の約 0.91 倍の人口（30,071 人）。 

⇒人口の転出が無く、合計特殊出生率をパターン①の平成 52（2040）年の 1.30 より約 1.1 ポ

イント上げ 2.40 とすることで、総人口は約 3 万人で推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 人口推計のパターン比較 

※「（参考）封鎖型人口」は社会移動が無いと設定。比較することで人口流出の影響の確認ができる。
パターン①の社会移動を考慮した推計と比較すると人口は多く、人口流出の影響を受けている。  
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(1)パターン①【推計】：国立社会保障・人口問題研究所に準拠した推計（社人研推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 パターン①（社人研推計）人口総数・３区分人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 パターン①（社人研推計）人口割合 

 

表 3-1 パターン①（社人研推計） 
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(2)パターン②【推計】：アンケートより算定した希望出生率を用いた推計(社人研推計・希望出生率) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 パターン②（社人研推計をベースに希望出生率）人口総数・３区分人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 パターン②（社人研推計をベースに希望出生率）人口割合 

 

表 3-2 パターン②（社人研推計をベースに希望出生率） 
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(3)パターン③【仮説】：社会移動の封鎖と出生率上昇を仮定した推計（出生率上昇を仮定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 パターン③（社会移動なし・出生率上昇）人口総数・３区分人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 パターン③（社会移動なし・出生率上昇）人口割合 

 

表 3-3 パターン③（社会移動なし・出生率上昇） 
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(4)（参考）社会移動なし（封鎖型）人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 参考（社会移動なし）人口総数・３区分人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-9 参考（社会移動なし）人口割合 

 

表 3-4 参考（社会移動なし） 

 

 

 

 

7,921 6,451 5,932 5,415 5,063 4,764 4,315 3,878 3,540 3,216 3,001 2,844 2,657 2,429 2,186 1,983

19,899 21,935 24,294 23,930 23,021
21,434

20,195 19,462 18,887 18,210 17,097
15,535 14,369 13,436 12,603 11,680

1,937 2,415

3,357 4,408 5,459
6,956 8,569 9,258 9,339

9,256
9,304

9,653
9,622

9,385
8,984

8,551

29,757
30,801

33,583 33,753 33,543 33,154 33,079 32,598 31,765
30,681

29,403
28,031

26,648
25,249

23,773
22,213

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

年少人口 生産年齢人口 老年人口 総計

人口（人）

※平成22年以前の実数値は年齢不詳人口を除く

27%
21% 18% 16% 15% 14% 13% 12% 11% 10% 10% 10% 10% 10% 9% 9%

67%
71% 72% 71% 69% 65%

61% 60% 59% 59% 58% 55% 54% 53% 53% 53%

7% 8% 10% 13% 16% 21% 26% 28% 29% 30% 32% 34% 36% 37% 38% 38%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

年少人口 生産年齢人口 老年人口

人口割合

※平成22年以前の実数値は年齢不詳人口を除く

総人口

年少人口

生産年齢人口

老年人口

合計特殊出生率

00 0 0 0 0社会増減（5年間） 0 0 0 0

607

自然増減（5年間） -101 -481 -833 -1,085 -1,278 -1,371 -1,383 -1,399 -1,477 -1,560

953 895 811 725 652出生数（5年間） 1,322 1,168 1,052 997

8,551

1.45 1.35 1.32 1.29 1.30 1.30 1.30 1.30 1.30 1.30 1.30

9,304 9,653 9,622 9,385 8,9846,956 8,569 9,258 9,339 9,256

2,657 2,429 2,186 1,983

21,434 20,195 19,462 18,887 18,210 17,097 15,535 14,369 13,436 12,603 11,680

3,878 3,540 3,216 3,001 2,844

平成57年 平成62年 平成67年 平成72年

33,154 33,079 32,598 31,765 30,681 29,403 28,031 26,648 25,249 23,773 22,213

平成32年 平成37年 平成42年 平成47年 平成52年平成22年 平成27年

4,764 4,315



    3.人口の将来推計と分析 

 

40 

 

推計パターン及び参考値の仮定は表 3-5、基準人口と推計期間については、表 3-6 のとおり設

定しました。 

表 3-5 将来推計人口のパターン 

推計パターン 推計の仮定 

パターン①： 

社人研推計 

＜国より示された手法＞ 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）推計 

・出生は、出生率を子ども女性比で代替し、将来の子ども女性比は、

社人研の「全国推計」における平成 52（2040）年までの全国の子

ども女性比の推移に合わせて設定 

（合計特殊出生率に換算すると、平成 22（2010）年の 1.45 から平

成 52（2040）年に約 1.30 まで下降） 

・移動は、純移動率が、平成 27(2015)～32(2020)年までに定率で 0.5

倍に縮小すると仮定 

※「全国推計」：国立社会保障・人口問題研究所(2012)『日本の将来推計人口－平成 23（2011）

～72（2060）年－附：参考推計  平成 73（2061）～122（2110）年（平成 24 年 1 月推

計）』（人口問題研究資料第 326 号） 

※『地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」の策定に向けた人口動向分析・将来人口推

計について』におけるパターン１の手法を参照 

パターン②： 

希望出生率型 

・出生・生存は、町民へのアンケートから、20~30 歳代女性の希望出

生率 1.83 を算定し、平成 32（2020）年以降は希望出生率を仮定 

・移動は、パターン①に準拠 

※『地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」の策定に向けた人口動向分析・将来人口推

計について』におけるパターン３の手法を参照 

※希望出生率は播磨町実施のアンケート結果による女性の結婚意向・希望子ども数・国勢調

査による有配偶者割合等を用い算出。（（参照）まち・ひと・しごと創生長期ビジョン(案)

－国民の「基本認識の共有」と「未来への選択」を目指して－＜参考資料集＞平成 26 年

12 月 26 日内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局） 

パターン③： 

 人口を３万人で維持 

（出生率 2.4 まで上昇） 

・出生・生存は、合計特殊出生率が平成 22（2010）年の 1.45 から平

成 52（2040）年までに、2.40 まで上昇すると仮定 

・移動は、純移動率を 0（転入人口と転出人口が拮抗）と仮定 

※『地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」の策定に向けた人口動向分析・将来人口

推計について』におけるパターン３の手法を参照 

（参考）封鎖型 ・出生・生存はパターン①に準拠 

・移動は、純移動率を 0（転入人口と転出人口が拮抗）と仮定 

表 3-6 基準人口と推計期間 

基準人口 平成 22 年国勢調査人口 

推計期間 平成 72（2060）年まで 5 年ごとの 50 年間 

※推計の仮定については、平成 52（2040）年までの出生・死亡・移動等の傾向が

その後も継続すると仮定し、平成 72（2060）年まで推計 
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3.1.2 人口の減少段階                                               

人口減少は、表 3-7 の 3 つのプロセスを経て進行します。各パターンは下記のとおりです。 

表 3-7 人口の減少段階 

人口減少段階 人口減少が進行する 3 段階 

第一段階：老年人口の増加、生産年齢・年少人口の減少 

第二段階：老年人口の維持・微減、生産年齢・年少人口の減少 

第三段階：老年人口減少、生産年齢・年少人口減少 

（年少人口：0～14 歳、生産年齢人口：15～64 歳、老年人口：65 歳以上） 

パターン①：社人

研推計 

平成 22（2010）～32（2020）年が第一段階にあり、平成 32（2020）~52（2040）

年が第二段階、平成 52（2040）年以降は第三段階にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パターン②：希望

出生率型 

平成 22（2010）～32（2020）年が第一段階にあり、平成 32（2020）~52（2040）

年が第二段階、平成 52（2040）年以降は第三段階にあります。パターン①の社

人研推計と同様の結果となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パターン③：人口

を３万人で維持

（出生率 2.4 まで

上昇） 

平成 22（2010）～37（2025）年が第一段階にありますが、平成 37（2020）年以

降は、生産年齢人口が減少するものの、年少人口が増加し、平成 62（2050）年

以降は、生産年齢人口と年少人口の両方が増加し、長期的に人口が維持されます。 
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3.2 将来人口の分析 

 本町の将来人口は日本全国と同様、人口減少の減少が進むと予測されます。平成 22 年時点で

33,180 人であった人口も、現段階の推計では、60～70％程度に減少すると予測されています。

将来人口推計において、主に出生率や社会移動の条件設定により結果が異なりますが、推計結

果の比較から下記のことが分析できます。 

 

将来人口の減少は町外への人口流出が原因の一つとなっています。 

一定の社会移動を考慮した「パターン①：社人研推計」と社会移動を考慮しない「（参考）封

鎖型人口」を比較すると、社会移動を考慮しない「（参考）封鎖型人口」の方がやや人口が多い

ことから、今後の町の人口減少は人口の流出による影響が大きいと考えられます。町外への人

口流出が継続すれば、町内で出生する年齢層の人口も減少することから、出生数自体も減少し、

さらなる人口減少が進むことになります。 

 

出生数の増加には、合計特殊出生率と結婚を希望する割合を増やす必要があります。 

国の人口ビジョンにおける国民希望出生率は 2030年に 1.8程度を目指すとされており、2040

年に 2.07 まで回復した場合に国の総人口が１億人を維持すると推計されています。 

町民の将来の希望出生率である 1.83 を仮定した場合である「パターン②：希望出生率型」と

した場合、「パターン①：社人研推計」の 19,810 人と比較すると、平成 72 年時点で 23,948 人

と約 4,000 人多いものの、現状の人口とほぼ同程度の 3 万人より少ない状況であるため人口を

維持するためにはより高い出生率が必要となります。 

なお、人口 3 万人を維持するためには社会移動が無いと仮定して、合計特殊出生率を 2.40 ま

で上昇することが必要と試算されます。これは国の示す人口１億人を維持する 2.07 よりも高い

数値であるため、人口の定着とあわせ、より積極的な結婚・出産・子育てへの取組が必要とな

ります。 

 

今後長期間、生産年齢・年少人口は減少しつづけ、老年人口が増加・維持されます。 

複数の設定条件で人口推計を実施しましたが、いずれも「老年人口が増加し、生産年齢・年

少人口が減少する段階（第一段階）」、「老年人口の維持・微減し、生産年齢・年少人口が減少す

る段階（第二段階）」が平成 52 年（2040）年まで続くと推計されています。今後、高齢者の人

口ボリュームが一定割合で維持されることを考慮しておく必要があります。 
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4. 本町の人口の将来展望 

4.1 人口の変化が地域に与える影響の分析・考察 

前項までの様々な人口の分析より人口の変化が地域に与える影響について下記が考察されま

す。 

 

〇人口減少・高齢化、人口流出への歯止めに向けた戦略的な魅力発信へ 

これまで本町では東播磨港開港・新島への産業立地・大規模な土地区画整理事業などを経て、

村から町へと大きく発展・拡大しつづけてきました。しかし、日本全体の人口は平成 20 年をピ

ークに減少が始まっており、本町でも人口減少と高齢化は避けられない状況となっています。 

全国的に東京の一極集中は進み、本町でも就学・就職期の若者は一定の割合で東京や大阪等

の大都市圏へ転出しています。直近の国勢調査（平成 17 年～平成 22 年）では人口は全世代で

転出傾向があるため、現状の傾向が続けば本町の人口総数は縮小の傾向が続く状況となります。 

また、今後も高齢化の進展は止まらず、このまま出生数が増加しなければ今後 35 年後まで高

齢者数は増加・維持されることが予想されます。 

したがって、このまま人口減少や高齢化への対策を実施しなければ地域コミュニティの担い

手の減少、町の行財政への影響、商業・医療等サービス施設の維持も困難になる等、様々な課

題が生じ、町としての活力の低下が予想されます。そのため、人口減少への戦略的な対策が求

められている状況です。 

 

〇出生数減少による子どもの総数減少、より子育てしやすいまちへ 

本町の合計特殊出生率は昭和 60 年から平成 17 年にかけ、減少の一途をたどったものの直近

の国勢調査では回復傾向となっています。これは、近年の積極的な子育て支援の取組の成果も

ありますが、団塊ジュニアの世代が出産の時期を迎えたことも原因と考えられます。そのため、

若年女性が今後減少することをふまえると、出生数はより減少しやすい状況になると予想され

ます。 

長期的に婚姻数・出生数は減少を続けており、核家族世帯の子どもの数は 2.0 を割り込んで

いることからも、より積極的な対策を講じなければさらなる人口の減少を生じるおそれがあり

ます。子どもの数の減少は人口減少・学校施設の統廃合だけでなく、子ども同士の交流や活動

にも影響を与えることが考えられます。 

一方、本町では特に女性の初婚時期は 20 歳代前半が東播磨地域内でも早く、早めの結婚・出

産の傾向にあると考えられますが、より多くの世帯が複数の子どもを持つまでは至っていない

と推測されます。若年世代へのアンケート結果からも、結婚への希望・複数の子どもを持つこ

とへの希望は強く、結婚や子育てしやすい環境づくりには保育サービスだけでなく、住宅・再

就職支援・経済的支援などより多面的なサポートが求められます。 
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〇第二次産業と第三次産業のウェイトの変化、女性も働きやすい環境に向けて 

本町の産業は製造業への従業者が最も多く、町内総生産の１位となっています。しかし、社

会経済情勢の影響を受けながら、長期的に減少している状況となっています。製造業が減少す

る一方、サービス業等の第三次産業は微増・微減を繰り返しながら一定規模を有している状況

です。 

また、町内の従事者をみると、全産業では約 70％が町外からの通勤者です。特に製造業は約

80％と高く、通勤や通学に便利な立地である一方、町内への人口定着の機会を逃している状況

と考えられます。 

女性の働き方をみると、本町を含む東播磨地域全体では若い時期の女性の就業が早いものの、

結婚・出産期には大きく減少し、その後上昇し全国的な水準に回復している状況です。このこ

とから、子どもが小さい時期は家庭を重視し、子育てが終わる段階で復職していく傾向がある

と考えられます。 

このような状況をふまえ、生産年齢人口の減少が予想される中、通勤者の町内への定着や女

性の柔軟な働き方への支援がまちの活力の維持につながると考えられます。 
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4.2 基本的視点 

前章までで、人口の現状や町民の希望、将来推計を実施しましたが、人口の維持や定着に対

する町の「強み」「弱み」を考慮し、今後の人口維持に対し下記の基本姿勢とします。 

 

4.2.1 基本姿勢１：社会全体の人口減少を認識した上でのまちづくりの推進  

今後日本全体、兵庫県全体で人口が減少することが推計されています。これらと同様に本町

においても人口の減少が推計されています。このように社会全体で人口減少が課題であること

を共有し、認識した上で、町の持つ「強み」を活かし、「弱み」を克服できるまちづくりを今後、

進めます。 

 

4.2.2 基本姿勢２：住みやすく、働ける場があり、子育てしやすいまちとして多角的な町の魅力をア

ピール、町内企業との交流の活性化  

本町は古来より歴史・文化が息づき、豊かな自然に恵まれています。東西方向への２つの鉄

道路線と幹線道路があり、広域的な交通アクセスにも優れ、通勤・通学しやすい立地となって

います。また、町南部の新島における製造業の集積をはじめ、産業が充実しており、働く場が

形成されています。 

現在、本町では充実した子育て施策を進めており、合計特殊出生率は平成 17 年以降回復して

います。また、地域の支え合いのもと、良好なコミュニティが形成されています。このように、

「住みやすく、働ける場があり、子育てしやすいまち」という町の「強み」をのばし、多角的

な町の魅力をアピールすることで、人口減少社会への取組を進めます。また、町内企業との交

流を進め、産業の充実を図ります。 

 

4.2.3 基本姿勢３：ライフステージにあわせた定住の取組、多世代が活動できる場の活性化   

本町では近年大規模な住宅地開発の影響で人口転入がみられましたが、その後、直近では町

外からの人口転入と町外への転出が均衡しています。また、将来人口の減少は、人口転出によ

る影響があると考えます。過去、人口が増加していた時代にも現在と同様に進学や就職時にお

ける若者層の人口流出傾向がみられたものの、その後の子育て層の流入傾向があり、全体とし

て人口が維持されていました。そのため、今後人口を維持するためには、ライフステージにあ

わせた定住への取組が必要です。 

また、今後は高齢者の増加とあわせ、高齢化率の高い期間が続くことが推計されることから、

町の活力を維持するためには、高齢者の健康維持と積極的な社会参加が必要です。そのため、

高齢者の外出機会の増加や多世代が活動できる場の活性化が必要です。 
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4.3 将来の方向性 

本町における人口を維持するため将来の方向性は下記と考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「選ばれるまち、播磨町」へ 

町外からの通勤者や訪問者に対し、土山駅南交流スペースを活用しながらまちの多

角的な魅力をＰＲし、町内への定住を促進することで転入者を呼び込み、人口の維

持とまちの活性化を行う。 

交流人口の 

呼び込み 

 

周辺都市への快適な通勤環境、ゆとりある住宅地などを東播磨地域内で新たな居住

先を探す人に向け魅力をＰＲし「選ばれるまち、播磨町」を目指す。また、既存住

宅ストックの活用により、良好な住環境を維持する。 

健康・長寿の社会づくりにより、地域で高齢者が活躍でき、支え手となることで、

地域の活力を維持する。 

地域の企業との交流を進め、町内外へ積極的にＰＲする。 

進学・就職等で転出した若年層が結婚や出産を機会にＵターンできるよう、すま

い・しごと等、生活基盤の形成を進める。そのために、若年層がまちの魅力を再発

見し、郷土愛を育む教育・体験を行うとともに、周辺市町や民間とも連携しながら

PR 活動など各種取組を進める。 

まちの魅力 

PR 

 

妊娠･出産から就学へ切れ目ない支援を今後も継続し、「子育てしやすいまち」を維

持し、出生率の維持･向上を進める。また、出産・子育て後の復職ニーズと企業の

雇用をマッチングさせることで地域経済の活性化に向けた好循環を生み出す。 

子育て 

支援 

 

企業と 

交流 

 

良好な 

住環境 

 

健康・ 

長寿 
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4.4 将来の人口展望 

国の長期ビジョン、兵庫県の人口ビジョン及びこれまでの推計や分析、調査などを考慮し、

本町が将来目指すべき人口規模を展望します。 

 

短期的目標：現行総合計画の終了期間である平成 33 年には現状の人口を維持し、3万 3千人程

度（国勢調査に基づく人口）と展望します。 

 

長期的目標：国立社会保障・人口問題研究所に準拠した推計（パターン①）では約 2 万と予測

されますが、出生率の向上に取り組みながら、人口構造の若返りを図り、3 万人の人口を維持

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 将来の人口展望（人口３万人維持） 
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図 4-2 将来の人口展望（人口３万人維持）人口総数・３区分人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 将来の人口展望（人口３万人維持）人口割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4 将来の人口展望（人口３万人維持）人口ピラミッド 
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